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金融機関との「3つのチャネル」

金融機構局
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金融機関のモニタリング、資金繰りフォロー等

オフサイト・モニタリング

セミナー／ワークショップ実施、相談対応等
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Ⅰ.はじめに

・金融機構局…金融システムの安定確保を担う。



セミナー名 開催日 参加人数

ABL1を活用するためのリスク管理 2011.12. 2 620名

住宅ローンとコア預金モデル 2012. 1.31 580名

東日本大震災を踏まえた今後の業務継続体制について 2012. 3. 1 560名

中小企業再生の課題と対応 2012.12.17 500名

中小企業金融の多様化に向けた電子記録債権等の活用 2013. 4.24 490名

中堅・中小企業の海外進出支援の課題と対応 2013.11.14 380名

中小企業における経営支援ニーズと金融機関の対応
　━ M&A・事業承継支援、ビジネスマッチング等 ━

2014. 4.14 460名

公民連携ファイナンスの展開　━　PFI2・PPP3等への取組み ━ 2014.12.16 450名

金融機関のガバナンス改革
　━ グローバル・スタンダードの実現に向けて ━

2015. 4.16 400名

地域創生に向けた創業支援への取組み 2015. 6. 4 430名

アグリファイナンスについて
　━ 農林水産業成長産業化に向けて金融機関に期待される役割 ━

2015.11.13 320名
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（参考）最近の金融高度化（大規模）セミナー

1 Asset Based Lending … 在庫等の動産や売掛債権を担保とした貸出
2 Private Finance Initiative … 公共事業への民間資金活用
3 Public Private Partnership … 公民連携



Ⅱ．創業支援を巡る現状の整理

１．創業を巡る「環境」

２．金融機関による創業支援の「現状」
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１．創業を巡る「環境」
（１）開業率・廃業率の推移

近年では、開業率が幾分上昇し、開業＞廃業の状態にある。

（出所）厚生労働省「雇用保険事業年報」より算出
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開業率 廃業率

4.9 3.7

9.3 10.3

14.1 9.7

8.5 8.1

15.3 11.1

日本

米国

英国

ドイツ

フランス

（２）開業率・廃業率の各国比較

開業率・廃業率は、欧米主要国の半分程度またはそれ以下。

（以下の資料等より算出）
日本：厚生労働省「雇用保険事業年報」
米国：U.S. Small Business Administration 「The Small Business Economy」
英国：Office for  National Statistics 「Business Demography」
ドイツ：Statistisches Bundesamt「Unternehmensgründungen, -schließungen:Deutschland,           

Jahre, Rechtsform, Wirtschaftszweige」
フランス：INSEE（国立統計経済研究所）

（％）
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（出所）野村総合研究所 起業家精神に関する調査 最終報告書

調査内容

【職業選択に対する評価】

「あなたの国の多くの人たちは、新

しいビジネスを始めることが望まし

い職業の選択であると考えている」

と回答した成人人口の割合

【知識・能力・経験】

「新しいビジネスを始めるために必

要な知識、能力、経験を持ってい

る」と回答した成人人口の割合

【将来の起業計画】

「今後3年以内に、1人または複数

で、自営業・個人事業を含む、新し

いビジネスを計画している」と回答

した成人人口の割合

（３）開業率が低い背景

開業率が低いのは、起業の社会的位置づけが高くないことが影響。
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（３）開業率が低い背景（続き）

生活の不安定化、再チャレンジへの不安も要因の1つ。

【起業家が感じる不安】

65.5
60.6

53.7

45.4 44.9 44.6 43.9
39.7

35.1 33.0

0

10

20

30

40

50

60

70

収入の
減少・
生活の
不安定
化

事業の
成否

社会保障
（医療保
険、年金
等）

自分の
健康や
気力の
持続

自分の能
力・知
識・経験
のなさ

事業に失
敗した時
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済、個人
保証）

事業に失
敗した後
の再就職
（再起業
を含む）

人とは異
なること
に挑戦す
ることへ
の不安感

や孤独感

ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰ
ﾄな時間
がなく
なるこ
と

事業に失
敗した時
の世間や
家族の冷
たい目

（出所）中小企業白書（2014年版）から一部加工

（％）
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（４）日本再興戦略
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認定数

累計

（市区町村）

【創業・第二創業促進補助金】

・創業（補助率2/3、上限2百万円）

・第二創業（補助率2/3、上限2百万円*）

*既存事業を廃止する場合は、廃止費用として8百万円

⇒ 27年度予算では、認定を受けた市区町村

のみ対象

創業支援事業計画

国による主な支援措置

市区町村が民間の創業支援事業者と連携し

創業支援を実施する「創業支援事業計画

（最長5年）」について国が認定。

（５）自治体の取組み

創業支援事業計画の認定は大幅増。

【産業競争力強化法における創業支援】

計画認定状況
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認定月：第1回26/3月、第2回26/6月、第3回26/10月、第4回
27/2月、第5回27/5月、第6回27/10月、第7回28/1月



第1回 福岡市 第1回 佐賀市

第2回 北九州市、久留米市、飯塚市 第5回 武雄市

第4回 直方市、鞍手町 第7回 唐津市、鳥栖市、伊万里市

合計 5市

第2回 大分市

第4回
中津市、日田市、佐伯市、竹田市、豊後高
田市、杵築市、宇佐市、国東市、日出町

第5回
別府市、臼杵市、津久見市、豊後大野市、
由布市、九重町、玖珠町

合計 60市町村 合計 17市町

大牟田市、田川市、柳川市、八女市、筑後市、大川市、行
橋市、豊前市、中間市、小郡市、筑紫野市、春日市、大野
城市、太宰府市、宗像市、古賀市、福津市、うきは市、宮
若市、嘉麻市、朝倉市、みやま市、糸島市、那珂川町、宇
美町、志免町、須恵町、篠栗町、新宮町、久山町、粕屋
町、芦屋町、水巻町、岡垣町、遠賀町、小竹町、桂川町、
筑前町、東峰村、大刀洗町、大木町、広川町、香春町、添
田町、糸田町、川崎町、大任町、赤村、福智町、苅田町、
みやこ町、吉富町、上毛町、築上町

第5回

（注）下線部は共同申請
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（参考）福岡・佐賀・大分県内の認定自治体

【福岡県】

【大分県】

【佐賀県】



形態 名称 期間（据置期間）

経済産業省 中小企業庁 創業・第二創業促進補助金 ―

総務省 地方自治体 地域経済循環創造事業交付金 ―

新規開業資金（国民生活事業） 運転7年（1年）、設備20年（3年）

女性、若者/シニア起業家支援資金 運転7年（1年）、設備20年（2年）

新創業融資制度（国民生活事業） 各種融資制度に定める返済期間内

中小企業経営力強化資金 運転7年（1年）、設備15年（2年）

15年、10年、7年、5年1か月
（期限一括償還）

5年1か月以上15年以内
（期限一括返済）

形態 名称 保証限度額

創業等関連保証 1,500万円

創業関連保証 1,000万円

中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律に基づく創業者、新
規中小企業者

産業競争力強化法に基づく創業者

融資/貸付
財務省

経済産業省
日本政策金融公庫＊

資本性ローン

【中小企業事業】3億円（無担保、無保証）

* 中小企業事業：中小企業向け（製造業の場合、資本金3億円以下または従業員300人以下等）の長期事業資金を融資（短期運転資金の取扱いなし）。
  国民生活事業：個人企業や小規模企業向け小口資金を融資（短期の運転資金の取扱いあり）。

所管 融資/貸付限度額

補助金等

200万円（創業費用の2/3）

5,000万円

【国民生活事業】4,000万円（無担保・無保証）

所管 対象

7,200万円（運転4,800万円）

【中小企業事業】7.2億円（運転2.5億円）
【国民生活事業】7,200万円（運転4,800万円）

上記融資制度等において、3,000万円（運転1,500万
円）まで、無担保、無保証

【中小企業事業】7.2億円（運転2.5億円）
【国民生活事業】7,200万円（運転4,800万円）

公的保証
全国信用保証
協会連合会

各地の信用保証協会

（６）公的機関等における支援メニューの充実

公的機関による資金供給のメニューは豊富。
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（８）M&Aの状況

増加するM&Aも、ベンチャー投資のExitの1つとして捉えられる。

（出所）レコフデータ
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２．金融機関による創業支援の「現状」
（１）企業の成長ステージ（イメージ）
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（２）創業期における金融機関の支援

【創業のステップに応じた金融機関の支援】
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（２）創業期における金融機関の支援（続き）

【金融機関の主な支援メニュー】

支援内容等

創業セミナー 大勢の参加者を対象に、創業者の成功体験談等を通じ、創業への心構え、理解浸透を図る

創業スクール・創業塾 カリキュラム（複数回講座）に則って、創業に必要な知識・ノウハウ、各種手続き等の実務のポイントを学習

相談受付 事業計画策定支援等

創業支援専用融資商品（プロパー商品）等

政府系金融機関の融資制度の斡旋、協調融資

自治体の制度融資の斡旋

信用保証協会（創業等関連保証、創業関連保証）の活用

ファンドを通じたエクイティ性資金の供与、中小企業基盤整備機構・地域経済活性化支援機構との連携等

クラウドファンディングサービスの斡旋等

補助金 創業者・第二創業者向け補助金の申請支援

専門家派遣 中小企業庁の専門家派遣事業の活用、他の創業支援事業者（税理士、商工会議所等）との連携

販路開拓 商談会、ビジネスマッチング等のイベントへの参加誘致

モニタリング 事業計画の定期的なチェックと課題に対するソリューションの提供

③
開業
前後

項目

融資

②
資金
調達

①
創業
準備

投資
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（注）2006年度以前は「創業等支援融資商品による融資」。2007年度以降は、専用商品の実績だけ
でなく、通常の融資による支援実績も含めているため、過年度の実績とは単純に比較できない。

（３）地域金融機関の創業支援融資の状況

創業・新事業支援融資の実行額は、増加基調。

（出所）金融庁：「平成21年度における地域密着型金融の取組み状況について」、全国地方銀行協会、
第二地方銀行協会、全国信用金庫協会、全国信用組合中央協会
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（４）国内ベンチャー投資動向

国内未公開ベンチャー企業の資金調達額も増加傾向。

（億円）

（出所）野村総合研究所 エンジェル投資家等を中心としたベンチャーエコシステムについて 最終報告書から一部加工

（年）
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（出所）中小企業白書（2015年版）

（n=46）

（n=183）

（n=87）

（５）金融機関の取組姿勢

地域金融機関の創業支援への取組みは積極的。

【地域中小企業への起業・創業支援の状況】
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（出所）金融庁：「地域金融機関の地域密着型金融の取組み等に対する利用者等（中小企業者、

商工会議所・商工会の経営相談員等、消費生活センター職員等）の評価に関するアン

ケート調査結果等の概要」

（５）金融機関の取組姿勢（続き）

創業者側からみると、「積極的」、「やや積極的」のウエイトは4割程度。

【創業・新事業開拓支援に対する利用者等の評価】
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（６）起業に関する相談相手

【起業に関する相談相手】

起業に関する相談相手として、民間金融機関の存在感は薄い。
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（出所）中小企業白書（2014年版）
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（出所）中小企業白書（2014年版）から一部加工
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（６）起業に関する相談相手（続き）

起業を断念しそうになった際の最大の課題は資金調達。

【起業家が起業を断念しそうになった際に直面した課題】

16.2

14.0

11.4

10.1
9.2

4.4 3.9 3.5 3.5

5.3

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

資金
調達

事業に必
要な専門
知識・技
術の習得

販売先
の確保

経営知識一
般（財務・
会計を含
む）の習得

家族の
理解・
協力

家庭（家
事・育
児・介
護）との
両立

質の高い人
材（経理、
営業、技術
等）の確保

起業に
伴う各
種手続
き

量的な
労働力
の確保

特に
ない

（％）

（出所）中小企業白書（2014年版） 25
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（出所）中小企業白書（2014年版）から一部加工

（６）起業に関する相談相手（続き）

最大の課題が資金調達であっても、民間金融機関の存在感は薄い。

【起業家が起業を断念しそうになった際の相談相手】
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Ⅲ．セミナーで紹介された取組み事例
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京都信用金庫の創業支援

京都信用金庫 理事長 増田 寿幸 氏

 19年度に創業支援専用融資商品「ここから、はじまる」を発売。
━ 当初は当座貸越、後に証貸に切り替え（約弁）。

当初6年間は成果が現れず。
━ 職員が慎重に、理解・共感が得られず。

▽創業支援融資件数と26年度までの倒産件数

28

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

①融資件数 ４２ ３５ ４７ ４６ ４７ ４５ １５４ ２５１

②H２６年度末迄の

倒産件数
２ １ ２ １ １ １ １ ０

③１２ヶ月倒産確率

（②÷①÷経過年数）
０．６８％ ０．４８％ ０．８５％ ０．５４％ ０．７１％ １．１１％ ０．６５％ ー



・・・ そこで、25年度に打開策

退路を断つ。
━ ポスターの全店掲示。

理念の明確化。

━ リスクに挑戦する起業家は社会の宝。金融機関の支援は責務。

29



（創業支援融資に係るリスク）

創業支援融資はハイリスクではない。

━ 倒産確率は1％を切る水準。

採算性の検証には相当年数のデータが必要。

━ 現時点で、誰も採算性は見えていない。儲かるか、儲からないか
分からないなら、やるべき！

（京都信用金庫が創業支援に取り組む理由）

創業者は「話し下手」。創業支援を推進すれば、職員が「聞き上手」に
なる。

━ 現場が「聞き上手」で溢れたら、金庫の業績は確実にアップ！

30



31

日本政策金融公庫の創業支援
～経験と統計データで語る創業支援のポイント～

日本政策金融公庫 国民生活事業本部
創業支援部 創業支援グループリーダー
奥田 展久 氏

● 日本政策金融公庫 国民生活事業 福岡創業支援センター
資料をご参照。



西京銀行
執行役員 地域連携部長 末田 義明 氏

 豊富なメニューにより創業を支援。

 創業者を「創業支援カルテ」で管理。14年度は119件。

32

（創業セミナー） （創業塾）
（ｿｰｼｬﾙﾋﾞｼﾞﾈｽ
ｱｲﾃﾞｨｱﾌﾟﾗﾝｵｰﾃﾞｨｼｮﾝ） （ﾋﾞｼﾈｽﾌﾟﾗﾝｺﾝﾃｽﾄ）



福井信用金庫
営業推進部 法人営業課 課長

柳谷 修平 氏

創業案件には本部専担部署の法人営業課が深く関与（ノウハウ
も蓄積）。

地元の信金ならではの視点で創業計画を判断。
━ 事業が計画通りにいかなくても、再起可能な資金計画。

財務諸表がない中での融資実行。
━ 「目利き力」、「ヒアリング力」が養われる。

年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

先数 24 10 22 26 26 21 50 70 51 48 70 53

▽創業関連融資先数の推移
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但馬信用金庫
本店営業部 部長

宮垣 健生 氏

地域経済循環創造事業交付金（総務省所管）を積極的に活用した
地域活性化に取組み。
━ 交付金採択件数は全国1位。

▽地域経済循環創造事業交付金の概要

・申請主体：自治体
・交付金上限：最高50百万円（事業の初期投資に充当）
・条件

①地元の資源（製品、原材料、容器等）を利用する
②地元の人材を雇用する
③地域金融機関が融資をする（経営者保証は不可）

34



（１）地元間伐材を原料とした木質ペレットを熱源とするトマトのハウス栽培事業 （交付金額13百万円）

（２）豊岡産木を使用した“木ブロック”製造事業 （交付金額9百万円）

（３）豊岡の隠れた魅力食材の高付加価値化事業 （交付金額12.25百万円）

（４）スイーツを通じた但馬各地の地域資源・地場産品のブランド力強化事業 （交付金額12百万円、兵庫県）

（５）養父市の間伐材を利用した加温設備による高糖度トマトの通年での
本格生産と６次産業化ビジネスの展開 （交付金額50百万円）

（６）市内産木質ペレットで生産した完熟イチゴによるスイーツ等の製造販売 （交付金額17百万円）

（７）コウノトリ育む米粉スイーツ販売の全国展開 （交付金額25百万円）

（８）養父市の良質な水資源を使用した完全人工光型植物工場での野菜の生産 （交付金額50百万円）

（９）加工食品製造を通じた京丹後の地元農産・地元水産・地元畜産のブランド化推進事業
（交付金額27百万円）

（１０）京丹後市の生乳を利用した安全・安心・高品質なヨーグルトの本格製造・販売事業

（交付金額11百万円）

▽14年度の支援実績
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ミュージックセキュリティーズ 代表取締役
小松 真実 氏

商品・サービス

に共感

1口数千円～

数万円

クラウド

ファンディング

運営会社 出資

配当

商品・サービス

Ｗｅｂ上の

資金調達

プラットフォーム

資金

リターン

起業家等

▽投資型クラウドファンディングのイメージ

地域金融機関と連携した、投資型クラウドファンディ
ングの活用により、企業の資金調達をサポート。
━ 43の地域金融機関と連携。
━ 一定条件を満たせば「資本性借入金」。
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（参考）Web上の資金調達プラットフォーム

37（出所）ミュージックセキュリティーズ



Ⅳ．セミナーにおけるパネル・ディスカッションの論点整理

１．創業者の掘り起し

２．関係機関との連携

３．創業支援体制の整備

38



【論点１】創業者の掘り起し

 イメージの植え付け。

━ セミナーを頻繁に開催。テレビCM、新聞・地域情報誌広告、
HP掲載等による宣伝。

業界関連業者との関係構築。
━ （例）医療関係における、閉じたネットワークへの仲間入り。

待っていては見つからない。自ら仕掛け探しに行くこと。 39



【論点２】関係機関との連携

１．対自治体
共同で企画・運営を行う「パートナー」との位置づけ。
━ 民間金融機関からの積極的な提案。

【養父市における地域経済創造事業交付金採択事例】

２．対政府系金融機関（日本政策金融公庫）
 「敵」ではなく「パートナー」との位置づけ。
━ 信用リスクの分散、ノウハウ・情報活用（創業計画を2つの視点で判断）。
━ いずれは民間金融機関にバトンタッチ。創業期からの連携がベスト。

地域の情報を一番知っている「地域金融機関」が中心になって
アレンジしていくこと。 40

や ぶ し



開業時における資金調達は公庫のウエイトが高いが、5年後に民
間金融機関と逆転。
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（957.3） （983.5） （1,056.4）
（1,194.2）

（1,272.5）

（出所）日本政策金融公庫「新規開業パネル調査結果」
（注）1.開業時と、2010年までの各年末時点について借入残高が確認できた企業（510社）について集計。

廃業した企業は含まない。
2.「その他」は地方自治体（制度融資）とその他の公的機関の合計。
3.（ ）内は借入残高の合計。 41



【論点３】創業支援体制の整備

 業績表彰への織り込みによる営業店へのインセンティブ付け。

▽福井信金の創業関連融資先数の推移（再掲）

 失敗事例の研究と与信審査への反映。

42

理念・方針を明確にした上で、営業店を動かしていくこと。与信
判断では、経験を活かすこと。

年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

先数 24 10 22 26 26 21 50 70 51 48 70 53

業績表彰に反映等



最後に

43

 創業支援に向けて機運は高まっている。

 もっとも、5割のギャップが存在することも事実。
━ 9割の地域金融機関（地方銀行、信用金庫ベース）が創業支援に

「取り組んでいる」と回答しているが、創業者側からみると、「積極的
な先」は4割程度に止まっている。

 金融高度化センターでは、対外的な活動（地域ワークショップ等の開
催）を通じ、創業支援に対する地域金融機関の取組みを後押ししてい
く方針。
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